
総事業費
（R5～R6）

（円）
R5交付金充当額

（円）

その他（円）
（一般財源、R6交付決定分充当

予定額等）

1
エネルギー・食料品価格等の物価高騰に伴
う低所得世帯支援事業(7万円支給分）【物
価高騰対策給付金】

128,022,739 101,128,739 26,894,000 R5.12.27 R6.3.31

物価高が続く中、低所得世帯へ1世帯につき
70,000円の給付支援を行うことで、低所得の方々
の生活を維持する。

支給件数　1,789件　総支給額125,230,000円
案内送付・給付システム改修等の事務費等
2,792,739円

物価高騰が続く中、生活への影響が大きい住民
税非課税世帯を対象に給付金を支給すること
で、生活者支援に繋げることができた。

2
エネルギー・食料品価格等の物価高騰に伴
う低所得世帯支援事業(住民税均等割のみ
課税世帯分）【物価高騰対策給付金】

45,556,088 34,764,088 10,792,000 R6.3.4 R6.8.30
物価高が続く中、住民税均等割のみ課税世帯に
対し、1世帯につき100,000円の給付支援を行うこ
とで、低所得の方々の生活を維持する。

支給件数　440件　総支給額44,000,000円
案内送付・給付システム改修・人材派遣委託料等の
事務費等　445,387円

物価高騰が続く中、生活への影響が大きい住民
税非課税世帯を対象に給付金を支給すること
で、生活者支援に繋げることができた。

3
子どもに対する生活支援金給付事業（低所
得者世帯加算分）【物価高騰対策給付金】

22,915,413 14,495,413 8,420,000 R6.3.4 R6.12.24
物価高が続く中、低所得者世帯の子ども1人につ
き50,000円の給付支援を行うことで、子どもを持
つ低所得の方々の生活を維持する。

支給件数　414件　総支給額20,700,000円
案内送付・給付システム改修・人材派遣委託料等の
事務費等　2,215,413円

物価高騰が続く中、生活への影響が大きい子を
持つ低所得世帯を対象に給付金を支給すること
で、生活者支援に繋げることができた。

4
エネルギー・食料品価格等の物価高騰に伴
う低所得世帯支援事業(新たに住民税非課
税等となる世帯分）【物価高騰対策給付金】

46,952,278 1,212,904 45,739,374 R6.5.2 R6.12.17

物価高が続く中、新たな非課税世帯及び住民税
均等割のみ課税世帯へ1世帯につき100,000円の
給付支援を行うことで、低所得の方々の生活を維
持する。

支給件数　414件　総支給額44,600,000円
案内送付・給付システム改修・人材派遣委託料等の
事務費等　2,352,278円

物価高騰が続く中、新たな非課税世帯及び住民
税均等割世帯を対象に給付金を支給すること
で、生活者支援に繋げることができた。

5
定額減税補足給付金給付事業【物価高騰
対策給付金】

208,580,595 136,299,595 72,281,000 R7.4.15 R7.1.21
物価高が続く中で定額減税しきれないと見込ま
れる住民の支援を行うことで、低所得の方々の生
活を維持する。

支給件数　4,571件　総支給額197,650,000円
案内送付・給付システム改修・人材派遣委託料、
コールセンター業務委託等の事務費等10,930,595円

物価高騰が続く中、生活への影響が大きい住民
税非課税世帯を対象に給付金を支給すること
で、生活者支援に繋げることができた。

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を受けて実施した事業（効果検証）

R5実施計画
対応Ｎｏ.
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10 子どもに対する生活支援金給付事業 24,873,194 24,873,194 0 R6.12.27 R6.5.6
物価高が続く中で、子育て世帯に対し高校生以
下の子ども1人につき5,000円を支給し生活支援
を行うことで、子どもたちの生活を維持する。

支給件数　4,490件　総支給額22,450,000円
通知送付・人材派遣委託料等の事務費等2,423,194円

物価高騰が続く中、生活への負担が大きい子育
て世帯を対象に給付金を支給することで、子育て
世帯とその子ども達の生活支援に繋げることが
できた。

11 後期高齢者に対する生活支援事業 18,233,090 18,233,090 0 R6.1.5 R6.4.10
物価高が続く中で、後期高齢者を対象5,000円分
のギフト券を配布する支援を行うことで、後期高
齢者の生活を維持する。

支給件数　3,230件　　総支給額16,150,000円
事業委託料2,083,090円

物価高騰が続く中、生活への影響が大きい後期
高齢者を対象にギフト券の配布による支援を行う
ことで、生活者支援に繋げることができた。

495,133,397 331,007,023 164,126,374合計


